
１．国際的な港湾・空港機能の強化等
（１）航空輸送体系の整備
（都市間競争力アップにつながる羽田・成田両空港の強化）
　我が国のビジネス・観光両面における国際競争力を強化するため、我が国の成長の牽引車と
なる首都圏空港（羽田空港、成田空港）の機能強化が必要である。
　両空港の年間旅客数は令和６（2024）年には羽田空港で8,497万人、成田空港で3,856万人とな
り、前年比でそれぞれ約1.1倍、約1.2倍に増加した（図表４-１）。

第 節4 国際競争力の強化

図表4-1 羽田・成田空港の年間旅客数と発着枠数（各年12月末日時点）

注　：令和５（2023）年までの旅客数は空港管理状況により、令和６（2024）年は管内空港の利用概況（速報）による。
資料：国土交通省
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　また、訪日外国人旅行者の受入拡大、我が国の国際競争力の強化等の観点から、現在の約83
万回である首都圏空港の年間合計発着容量を約100万回まで増加させる取組が進められている。

（羽田空港の整備）
　羽田空港においては、我が国の国際競争力の強化を主眼として、令和２（2020）年３月29日か
ら新飛行経路の運用が開始され、年間発着容量が約49万回まで拡大されている。新飛行経路の
運用開始後は、騒音対策・落下物対策や、丁寧な情報提供が行われているほか、関係自治体等
から騒音軽減や新飛行経路の固定化回避に関する要望があることを踏まえ、国土交通省におい
て「羽田新経路の固定化回避に係る技術的方策検討会」が開催されている。
　上記に加えて、令和６（2024）年度には、アクセス利便性向上を図るため、京浜急行電鉄空港
線の鉄道基盤施設整備に本格着工したほか、JR東日本羽田空港アクセス線の鉄道基盤施設整
備、国内線・国際線の乗り継ぎ利便性向上のための人工地盤の整備、旧整備場地区の再編整備
等を実施した。また、地震発生後も航空ネットワークの機能低下を最小限にとどめるための滑
走路等の耐震性の強化及び防災・減災に向けた護岸等の整備が実施された（図表４-2）。

（成田空港の整備）
　成田空港においては、地域との共生・共栄の考え方のもと、Ｃ滑走路新設等の年間発着容量
を約50万回に拡大する取組を進めるとともに、旅客ターミナルの再構築や航空物流機能の高度
化等の検討が進められている。令和６（2024）年７月、成田国際空港株式会社は「『新しい成田
空港』構想とりまとめ 2.0」を国土交通省に報告した。「『新しい成田空港』構想とりまとめ 2.0」

図表4-2 羽田空港の整備

資料：国土交通省
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では、旅客ターミナルを再構築し集約型のワンターミナルとすることで、乗継利便性や空間デ
ザイン、災害・環境に配慮した使いやすく分かりやすい旅客ターミナルを実現するほか、航空
物流機能を集約する新貨物地区の整備、公共交通・道路等によるアクセス面の改善強化、地域
と空港の一体的・持続的な発展への貢献についても取り組むこととしている（図表４-３）。令和
６（2024）年９月、国土交通省は「今後の成田空港施設の機能強化に関する検討会」を立ち上げ、
今後の整備について検討を進めている。

（２）海上輸送体系の整備
（コンテナ取扱状況）
　首都圏の港湾は、上海、香港をはじめとする中国諸港やシンガポールといったアジア諸国の
港湾のコンテナ取扱貨物量が飛躍的に増加している中で、コンテナ取扱貨物量自体は長期的に
は増加しているものの、相対的な地位を低下させている（図表４-４）。国際物流の大動脈たる基
幹航路ネットワーク（北米航路、欧州航路といった大型コンテナ船が投入される航路）を維持
していくためには、港湾機能の強化等により、国際競争力の向上を図ることが必要である。

図表4-3 成田空港新旅客ターミナルと新貨物地区の配置イメージ

資料：成田国際空港株式会社提供
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（国際コンテナ戦略港湾）
　我が国と北米・欧州等を結ぶ国際基幹航路の寄港を維持・拡大することにより、企業の立地
環境を向上させ、我が国経済・産業の国際競争力を強化するため、京浜港等を国際コンテナ戦
略港湾として選定し、ハード・ソフト一体となった総合的な施策を実施してきた。
　令和５（2023）年２月には「新しい国際コンテナ戦略港湾政策の進め方検討委員会」を設置し、
令和６（2024）年２月に、今後５年程度で取り組むべき施策の方向性等について最終とりまとめ
を行った。とりまとめに基づき、「集貨」「創貨」「競争力強化」の３本柱の取組について、引
き続き、国が前面に立ち、港湾管理者、港湾運営会社などの関係者と一丸となって強力に推進
するほか、物流の2024年問題、労働力不足、脱炭素、サイバー攻撃への対応等を踏まえ、
DX、GXを加速するとともに情報セキュリティ対策を強化することとしている。

（京浜港の整備）
　横浜港において、令和元（2019）年度より、「横浜港国際海上コンテナターミナル再編整備事業」
として本牧ふ頭地区及び新本牧ふ頭地区で整備が進められている。これは、基幹航路に就航す
る大型船の入港や、増加するコンテナ貨物の取扱いに適切に対応し、寄港する基幹航路の維持・
拡大を図るもので、令和６（2024）年度は、本牧ふ頭地区及び新本牧ふ頭地区において、岸壁等
の整備が進められている（図表４-５）。
　川崎臨海部においては、JFEスチール株式会社東日本製鉄所京浜地区の高炉等の休止を受け
て、JFEグループと川崎市が協議をしながら土地利用の検討を進めており、令和５（2023）年８
月に川崎市が「JFEスチール株式会社東日本製鉄所京浜地区の高炉等休止に伴う土地利用方
針」、同年９月にJFEグループが土地利用構想「OHGISHIMA2050」をそれぞれ取りまとめた。
令和６（2024）年５月に川崎市とJFEホールディングス株式会社は、「扇島地区先導エリアの整
備推進に関する協定」を締結し、世界初の液化水素サプライチェーンに向けた商用化実証にお
ける水素供給拠点の整備などが進められている。

図表4-4 コンテナ取扱貨物量ランキング

注１：内外貿を含む数字
注２：�TEUとは国際標準規格（ISO規格）の20

フィートコンテナを1として計算する単位
資料：国土交通省

（単位：万TEU）
1980年 2022年（速報）
港　名 取扱量 港　名 取扱量

１ ニューヨーク 195 １ 上海（中国） 4,730
２ ロッテルダム（オランダ） 190 ２ シンガポール 3,729
３ 香港 147 ３ 寧波-舟山（中国） 3,335
４ 神戸 146 ４ 深圳（中国） 3,004
５ 高雄（台湾）   98 ５ 青島（中国） 2,567
６ シンガポール   92 ６ 広州（中国） 2,486
７ サンファン（プエルトリコ）   85 ７ 釜山（韓国） 2,208
８ ロングビーチ（米国）   83 ８ 天津（中国） 2,102
９ ハンブルグ（ドイツ）   78 ９ 香港（中国） 1,669
10 オークランド（米国）   78 10 ロッテルダム（オランダ） 1,446

13 横浜   72

16 釜山（韓国）   63 42 東京    493

18 東京   63 70 横浜    298

72 神戸    289

39 大阪   25 78 名古屋    268

82 大阪    239
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（クルーズ再興に向けた訪日クルーズ本格回復への取組）
　クルーズについては、令和５（2023）年３月より本格的に国際クルーズの運航が再開し、首都
圏においても運航が再開された。
　クルーズの再興へ向け、「持続可能な観光」「消費額拡大」「地方誘客促進」をキーワードに、

「観光立国推進基本計画（令和５（2023）年３月31日閣議決定）」で掲げた、日本におけるクルー
ズ再興に向けた令和７（2025）年までの目標である「訪日クルーズ旅客250万人」「外国クルーズ
船の寄港回数2,000回超」「外国クルーズ船が寄港する港湾数100港」の達成に向け、引き続き
訪日クルーズ本格回復への取組を進めることとしている。

２．日本中央回廊の形成 
（リニア中央新幹線の整備）
　リニア中央新幹線の開業等により、三大都市圏を約１時間で結ぶ「日本中央回廊」の形成に
よる地方活性化、国際競争力強化を図っている。リニア中央新幹線の早期開業に向けて、事業
主体である東海旅客鉄道株式会社による整備が着実に進められるように、事業主体や関係自治
体と連携して環境整備を進めている。
　首都圏では、リニア中央新幹線の始発駅となる品川駅のほか、神奈川県相模原市、山梨県甲
府市に中間駅が計画されており、リニア開業を見据えたまちづくりや地域活性化などの検討が
進められている。
　令和６（2024）年１月、リニア中間駅を始めとした新たな広域圏形成に向け、関係府省、リニ
ア中間駅予定地の４県（神奈川県、山梨県、長野県、岐阜県）及び東海旅客鉄道株式会社が構
成員となり、「リニア開業に伴う新たな圏域形成に関する関係府省等会議」が設置され、同年
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図表4-5 横浜港国際海上コンテナターミナル再編整備事業（大水深コンテナターミナル）

資料：国土交通省関東地方整備局
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９月に中間取りまとめが公表された。
　本中間取りまとめでは、リニア開業により、多様な自然や文化を有する地域を内包する新た
な経済集積圏域の形成を目指すとともに、４つのテーマ（①生活・交流②産業・しごと③観光
④交通ネットワーク）に基づく施策を実現することで、新たな圏域形成の効果を広域に波及さ
せることとしている（図表４-６）。
　このうち「産業・しごと」のテーマでは、神奈川県は「さがみロボット産業特区」をいかした
先端技術の拠点とイノベーションハブの形成、山梨県は先端技術の実証実験や社会実装の支援
に取り組むことで「テストベッドの聖地やまなし」の実現を目指している（図表４-７、図表４-８）。

○全国各地との時間距離短縮の効果をいかし、サテライトオフィス拠点やインキュベーション施設の設置、新たな産業創出に取り組むスタート

アップ企業の誘致等、国内外各都市と新たな圏域の「人流」「物流」の活性化を図り、多様な自然や文化を有する地域を内包する世界に類を
見ない魅力的な経済集積圏域を形成する。

 ○リニア中間駅周辺地域の先端技術拠点の形成や地場産業の強みをいかし、ビジネス・商圏・販路の拡大につなげることで、新たな圏域全体
の活力を広域に波及させ我が国の成長を牽（けん）引する。

先端技術の拠点とイノベーションハブの形成
地域社会の活性化に取り組む「さがみロボット産業特区」をいかし、先端技術の
拠点を形成し、先進分野の研究推進等によりイノベーションを創出する基盤の形
成に取り組む。

「テストベッド※の聖地やまなし」の展開と実証
実験や社会実装の支援
スタートアップ企業等が山梨県をフィールドに実施する
最先端技術やサービスの実証実験や社会実装を支援。
甲府市米倉山を中核に「P2Gシステム※」の技術開発と
導入拡大による水素エネルギー社会の実現に取り組む。

伊那谷地域の次世代先端産業等の創出・推進
航空宇宙産業を始めとする伊那谷地域のものづくり産業等
の高度化、高付加価値化を実現するため、産学官連携によ
り、次世代産業の創出・推進に取り組む。

神奈川県

※テストベッド︓実際の運用環境に近い状態で先端技術の実証
実験を行う“場”のこと。

※P2G︓Power to Gasのことで、余剰電力を気体燃料に変換
（気体変換）して貯蔵・利用する方法。

長野県

山梨県

岐阜県
地域の特性に応じたクラスターの形成
総合車両基地を核とするリニア関連企業や豊かな自然環境の中でイノベーション
を創出するスタートアップ・ベンチャー企業等の誘致により、地域の特性に応じ
た産業クラスターの形成を推進する。
東濃クロスエリアを中心とした本社機能移転、サテライトオフィスや研究機関、
教育機関等の誘致に取り組む。

図表4-6 【産業・しごと】リニア中間駅から広がる次世代のビジネスフロンティア

資料：�リニア開業に伴う新たな圏域形成に関する関係府省等会議「リニア開業に伴う新たな圏域形成に関する関係府省等会議 中間取りまとめ」
より抜粋

資料：神奈川県提供

図表4-7 神奈川県相模原市の商業施設で
のロボットの導入実証

資料：山梨県提供

図表4-8 山梨県のドローン物流の実証実験

首
都
圏
整
備
の
状
況

59

第４節　国際競争力の強化



３．広域的な観光振興に関する状況
（観光立国の推進）
　令和４（2022）年６月より観光目的の入国受入れの再開や段階的な水際措置の緩和がなされ、
同年10月には本格的な受入れが再開された。日本政府観光局（JNTO）によると、令和６（2024）
年の訪日外国人旅行者数は約3,687万人となり、新型感染症拡大以前の令和元（2019）年の約3,188
万人を約16％上回り、過去最多となった。
　また、宿泊旅行統計調査によると、首都圏における令和６（2024）年の外国人延べ宿泊者数は、
全国約１億6,360万人泊のうち約6,973万人泊となっており、その約８割が東京都で約5,720万人
泊となっている（図表４-９）。

（広域的な観光振興・オーバーツーリズム対策）
　首都圏は、東京周辺のリング上のエリア（首都圏広域リング）に、国際観光の資源となり得
る多様で多彩な自然や歴史、文化を擁しており、東京に一極集中するインバウンド観光を、こ
の首都圏広域リングに分散させていく必要がある。
　国内外の観光需要は急速に回復し多くの観光地が賑わいを取り戻している一方、観光客が集
中する一部の地域や時間帯等によっては、過度の混雑やマナー違反による地域住民の生活への
影響や、旅行者の満足度低下への懸念が生じており、オーバーツーリズムの未然防止・抑制に
向けた対策が求められている。
　国内外からの観光客によるオーバーツーリズムが課題となっている鎌倉市・藤沢市エリア（神
奈川県）では、国・自治体・交通事業者・観光協会等から構成される「鎌倉市・藤沢市エリア
におけるオーバーツーリズム未然防止・抑制に向けた協議会」を令和５（2023）年11月に設置し、
持続的な観光地域づくりの実現と各種施策の推進を図るための検討が行われている。国土交通
省関東運輸局は人流の分散化・平準化を図る実証事業として、令和６（2024）年５月、旅ナカ情
報の発信により、特に混雑が予測される鎌倉から長谷（大仏）間において、「歩く観光」へと
来訪者の行動変容を促すことを目的とし、江ノ島電鉄鎌倉駅前でプラカードの掲示やマップ配
布等を行った。また、同年11月から実証期間終了となる令和７（2025）年２月まで、藤沢市から
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図表4-9 外国人延べ宿泊者数の推移

資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」を基に国土交通省国土政策局作成
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鎌倉市への周遊観光を推奨し、「えのかま巡り～左回りで快適に～」をキャッチフレーズに、
旅マエ情報の提供を行う特設サイトを開設し、分散観光を促す取組を実施した（図表４-10）。

４．都市再生施策等の進捗状況
（１）都市再生緊急整備地域の指定等
　都市再生特別措置法に基づき、都市開発事業等を通じて緊急かつ重点的に市街地の整備を推
進すべき地域（都市再生緊急整備地域）及び都市再生緊急整備地域のうち都市の国際競争力の
強化を図る上で特に有効な地域（特定都市再生緊急整備地域）の指定が順次行われている。首
都圏における都市再生緊急整備地域は、令和６（2024）年度末までに20地域（うち特定都市再生
緊急整備地域７地域）が指定されている。
　都市再生緊急整備地域に指定された地域では、都市再生の実現に向けたプロジェクトが着実
に進められており、国土交通大臣が認定する優良な民間都市再生事業計画は、税制上の特例措
置等を受けることができる。首都圏では、令和６（2024）年度に東京都新宿区の新宿駅西口地区
開発計画等が新たに追加されるなど、同年度末までに合計で111件の計画が認定を受けている。
　令和７（2025）年３月には、「TAKANAWA GATEWAY CITY」の先行開業として、高輪ゲー
トウェイ駅が全面開業するとともに、駅正面のツインタワー「THE LINKPILLAR１」が開業
した（図表４-11）。街全体を「100年先の心豊かなくらしのための実験場」と位置づけており、
ツインタワーには商業施設やホテル、駅直結型施設としては都心最大級のMICE施設、スター
トアップ企業と大学等研究機関の連携によるビジネス創造施設等が順次開業する。交流の拠点
となる街の中心「Gateway Park」では、街に訪れる多様な人々が楽しめるマルシェや、ナイ
トミュージアム＆バーなど、多彩なイベントプログラムを実施予定としている。今後のグラン

図表4-10 分散観光を促す特設サイト

資料：国土交通省関東運輸局
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ドオープンに向け、住宅、インターナショナルスクール、複合文化施設、クリニック等が開業
を予定している。
　また、日本初の鉄道が開業した時の構造物である高輪築堤について、令和３（2021）年９月に
「旧新橋停車場跡及び高輪築堤跡」として国史跡に指定されており、令和９（2027）年度の公開
を目指し整備等が進められている。

　令和６（2024）年４月には、大規模な再開発が継続的に行われている渋谷駅周辺のうち、原宿
カルチャーを継承する市街地再開発事業として、原宿・神宮前エリアの文化醸成力・文化発信
力の再生に向け、東急プラザ原宿「ハラカド」が開業した（図表4-12）。
　ハラカドはSNSを通じて誰もが発信や自分なりの表現を行う現在の時代背景から、新しい体
験価値を享受できる場所を目指している。このため、「多様な人々の感性を刺激する、新たな
原宿カルチャーの創造・体験の場」をコンセプトとして、クリエイターの共創を促す場となる
ラウンジ、スタジオ、ギャラリー等が入居し、音楽、ファッション、アニメなどの体験型イベ
ント等が開催されている。また、地域密着型の施設を目指し、銭湯も開業し、住民に日常的に
利用されている。

図表4-11 TAKANAWA GATEWAY CITYの外観

資料：JR東日本提供

図表4-12 東急プラザ原宿「ハラカド」

資料：東急不動産株式会社提供

ハラカドの外観 ハラカド内の銭湯
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（２）国家戦略特区の取組
　国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）に基づく国家戦略特別区域として、令和６（2024）
年度末時点で東京圏（東京都、神奈川県、千葉県成田市及び千葉市）及び茨城県つくば市が指定
されている。国・地方公共団体・民間により構成される国家戦略特別区域会議が作成・変更し、内
閣総理大臣の認定を受けた区域計画に記載されている規制の特例措置等を活用した事業が推進さ
れている。東京圏及び茨城県つくば市の国家戦略特別区域における認定事業数は令和６（2024）年度
末時点で176事業であり、令和６（2024）年は、京浜急行電鉄株式会社、JR東日本が、品川駅街区地
区において、リニア中央新幹線の開業等とあわせ、歩行者ネットワーク強化や施設整備等を行うた
めに実施する都市計画変更（都市再生特別地区（品川駅街区地区）都市計画等）などが新たに認
定された。

（３）スマートシティの推進
　ICT等の新技術を活用しつつ、マネジメント（計画、整備、管理・運営等）の高度化により、
都市や地域の抱える諸課題の解決を行い、また新たな価値を創出し続ける、持続可能な都市や
地域である「スマートシティ」の実装に向け、国土交通省は先進的取組を支援している。
　「令和６年度 スマートシティ実装化支援事業」の支援地区として、令和６（2024）年度は首都
圏で４地区が選定されている。その中で、東京都江東区の「住民参加型でまちのリアルな情報
を活用した平時から災害時までの仕組みづくり実証事業」では、住民や企業が平時にまちのモ
ニタリングを実施することで、災害時の情報収集の有用性を上げるほか行動変容への効果の検
証を行うこととしている（図表４-13）。
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　また、国土交通省では3D都市モデルの整備・活用・オープンデータ化（Project PLA-
TEAU1） ）を推進しており、令和６（2024）年度末時点で、首都圏87都市において展開されている。
　さらに、地理空間情報も活用し、建築BIM、PLATEAU及び不動産IDを一体的に推進する「建
築・都市のDX」により、屋内外シームレスで高精細な3Dデジタルツインや建築・都市分野の
多様な地理空間情報を不動産IDを情報連携キーとして連携する環境を構築し、EBPM2）に基づ
く行政課題の解決やオープンイノベーションによる新サービス・産業創出の加速化を図っている。

1）詳細は国土交通省HP https://www.mlit.go.jp/plateau/
2）EBPM：証拠に基づく政策立案のこと（Evidence-Based Policy Making）

図表4-13 江東区提案事業の概要

資料：国土交通省
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